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１ ． 2024 年３ 月期決算の概要 

（ １ ） 経営環境及び震災復興への取組み体制 

  ① 経営環境 

   国内経済は、 日本銀行の展望によ る と 、 当面は、海外経済の回復ペース

の鈍化によ る 下押し の圧力を 受ける も のの、 ペン ト アッ プ需要の顕在化

に加え、 緩和的な金融環境や政府の経済対策の効果など にも 支えら れて、

緩やかな回復が見込ま れており ま す。その後、ペント アッ プ需要や経済対

策の効果は和ら いでいく も のの、 所得から 支出への前向き の循環メ カニ

ズム が経済全体で強ま っ ていく 中で、 経済は潜在成長率を 上回る 成長を

続ける と 考えら れており ま す。  

    し かし 、当信用組合営業エリ アの中小零細企業者は、福島県沖地震等の

相次ぐ 自然災害やコ ロ ナ禍を 乗り 越える 中で積み重なっ た債務に加え、

円安の進行・ 市場金利の上昇によ る 原材料費や原油価格等の高騰に伴う

コ ス ト の増加、更には人手不足が足かせと なり 、価格転嫁への理解を 得る

こ と が困難な状況にも あり 依然と し て厳し い経営環境が続いており ま す。

こ のよ う な中、 中小零細企業者は「 ヒ ト ・ モノ ・ カネ・ 情報」 の課題を 克

服し 困難な局面を 打開し なければなら ない状況であり ま す。  

今後においても 、中小零細企業者が事業を 継続・ 発展、更には地域経済

を発展さ せていく ために、地域密着型の金融機関と し て、顧客本位の業務

運営およ び金融サービ ス の提供や事業改善支援に積極的に取り 組んでい

く 必要があり ま す。 中小零細企業者の経営環境の不確実性が増す現況で

は、経営者と の対話の中から 企業の本質的課題を特定し 、解決へと 導く 課

題解決型支援や伴走型支援が必要不可欠である と 強く 考えており 、 当信

用組合と し ては、中小零細企業者が直面する 事業継続力の強化、販路開拓、

事業承継、創業、デジタ ル化等の課題を整理し 支援し て行く こ と が責務で

ある と 認識し ており ま す。  

 

  ② 震災復興への取組み体制 

    こ のよ う な状況の中、当信用組合では、直接・ 間接的に被災さ れたお客

様を 含め、地域の中小零細事業者や個人の皆様に対し 、十分な金融仲介機

能を 発揮し ていく こ と が、 地域経済の復興と 活性化に不可欠である と 考

え、2011 年度に、金融機能の強化のための特別措置に関する 法律（ 以下、

「 金融機能強化法」 と いう 。） 附則第 11 条に規定する 特定震災特例協同組

織金融機関と し て全国信用協同組合連合会（ 以下、「 全信組連」 と いう 。）

を通じ た 160 億円の資本支援を受け、財務基盤の強化を図り 、東日本大震

災から の復興支援及び地域の中小零細事業者等への信用供与の円滑化に
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向けた体制を整えており ま す。  

    今後も 、 金融機能強化法に基づく 「 特定震災特例経営強化計画」 を 着実

に進め、 震災から の復興支援に役職員が一丸と なっ て取り 組んで参り ま

す。  

 

（ ２ ） 決算の概要 

  ① 資産・ 負債の状況 

   ア． 貸出金残高 

     貸出金残高（ 末残） は、 2023 年３ 月末比 2, 462 百万円減少の 38, 044

百万円と なり ま し た。  

令和５ 年度の重点項目と し て、 融資に特化し 新型コ ロ ナウ イ ルス 対

策等の運転資金や災害復旧の設備資金に係る 事業性融資を 実行する も 、

融資案件不足であったこ と 。 ま た、 サービサー売却 8 件 675 百万円、

金融機関貸出の民事再生 197 百万円、 アパート ロ ーン繰上償還・ 他行

借換 5 件 276 百万円、 事業性資金繰上げ償還（ コ ロ ナ資金含む） 14 件

335 百万円、住宅ロ ーン繰上償還・ 他行借換 9 件 99 百万円、合計 1, 582

百万円の予定外償還やシン ジケート ロ ーン・ アパート ロ ーン の償還分

をカバー出来なかったこ と が減少要因であり ま す。  

 

   イ ． 預金残高 

 預金残高（ 末残） は、 2023 年３ 月末比 1, 510 百万円減少の 90, 033 百 

万円と なり ま し た。  

      流動性預金は、 前期対比 218 百万円増加し ま し た。 個人預金にて、

178 百万円増加し ま し た。 東京電力第５ 次賠償金振込 1, 528 件、 1, 001

百万円及び年金受給 4, 192 百万円の歩留り が増加要因であり ま す。 法

人預金は、 40 百万円増加し ま し た。 事業性売上入金が増加要因であり

ま す。  

      定期性預金は、前期対比 1, 490 百万円減少し ま し た。個人預金にて、

1, 039 百万円減少し ま し た。一般個人は、818 百万円減少し ま し た。福

島県沖地震に伴う 修繕費や新型コ ロ ナウ イ ルス ５ 類移行に伴う 自動

車購入等の消費拡大、 相続、 双葉郡被災者の預金整理が要因であり ま

す。 ま た、 個人事業主は、 221 百万円減少し ま し た。 原材料費等高騰

に伴う 運転資金充当が減少要因であり ま す。 法人は、 451 百万円減少

し ま し た。 浪江支店の地公体預金 550 百万円の満期解約が減少要因で

あり ま す。  
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  ② 損益の状況 

    貸出金利回り は震災後の復興資金等低金利商品の影響によ り 依然と し

て低い状況で、 2024 年 3 月末で 1. 50%（ 前期末対比 0. 01 ポイ ン ト 減少）

と なっ ていま す。減少要因は融資量の減少であり 、高利回り の消費者ロ ー

ンの残高についても 13 百万円の減少と 利回り を 増加する こ と はでき ま せ

んでし た。  

  ま た、 貸出金残高が前年度同月対比で 2, 462 百万円の減少し たこ と に

よ り 、 貸出金利息収入についても 前年度同月対比で 27 百万円の減少と な

り ま し た。  

    有価証券利息配当金につき ま し ては、 有価証券の平均残高は前年度同

月対比で 1, 353 百万円減少し 、 若干の減少と なり ま し た。  

有価証券利回り は、 満期償還等によ る 入替によ り 0. 04％増加の 1. 17％

と なり ま し た。  

    ま た、 業務純益は、 前年度同月対比 287 百万円の減少で 166 百万円と

なり 、 経常損失が 50 百万円と なり ま し た。 当期利益についても 、 前年度

同月対比 103 百万円減少で当期純損失の 69 百万円と なり ま し た。  

 

  ③ 自己資本比率の状況 

    自己資本比率は、 37. 69%で融資残高の減少及び有価証券の減少によ り 、

リ ス ク アセッ ト 額が 2, 185 百万円減少し 、 前年同月比 1. 45％の増加と な

っ ており 、 国内基準の金融機関における 最低必要と さ れる ４ ％を 大き く

上回る 高水準を 維持し ており ま す。  

 

２ ．中小規模の事業者に対する 信用供与の円滑化、その他の主と し て業務を 行っ

ている 地域における 経済の活性化に資する 方策の進捗状況 

（ １ ） 中小規模の事業者に対する 信用供与の円滑化のための方策の進捗状況 

  ① 中小規模の事業者に対する 金融円滑化の取組みの進捗状況 

   ア． ロ ーンセンタ ーの機能強化 

     当信用組合では、 お客様の来店し やすい立地条件と 考えら れる 福島

県エリ アの相馬西支店、 宮城県エリ アの亘理支店を ロ ーンセン タ ーと

し て体制を整備し 、 2017 年４ 月３ 日よ り フ ルバンク 機能を併用し たロ

ーンセンタ ーの営業をス タ ート し 、 融資相談等に対応し ており ま す。  

     ま た、 個人ロ ーン取扱い経験の豊富な職員を 各ロ ーン セン タ ーに配

置し ており 、 勤労者の方を 中心に営業時間外における 融資相談等の対

応のために、毎週火曜日午後５ 時～午後７ 時ま で、夜間融資相談会を 開

催し ており ま す。  
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     今後も 、お客様の資金ニーズにお応えすべく 窓口相談等によ り 、お客

様の生活再建の一助になる よ う 努めてま いり ま す。  

 

【 夜間融資相談会実績一覧】                （ 単位： 件、 百万円）  
 2012 年６ 月 

 2023 年９ 月 
１ ０ 月 １ １ 月 １ ２ 月 １ 月 ２ 月 ３ 月 合計 

相談件数 1, 312 6 2 7 1 3 2 1, 333 

実行件数 401 2 0 1 1 2 3 410 

実行金額 2374. 3 1. 2 0 1. 6 4 2. 5 2 2385. 6 

注） 2020 年 11 月以降は夜間融資相談会の実績のみと なっ ており ま す。  

 

   イ ． 中小零細事業者向け商品の販売 

     当信用組合では、 地域金融の円滑化のため東日本大震災以前よ り 資

金調達力の乏し い中小零細事業者向け事業性融資商品を 率先し て複数

提供し ており ま す。  

     いずれも 中小零細事業者には使いやすい商品と なっ ており 、 今後と

も 地域への金融サービ ス の充実を 図る ため、 当信用組合では新商品の

開発に継続し て取り 組んでま いり ま す。  

     ハート フ ル（ 職域） 覚書を締結し た法人及び個人事業主を 対象と す 

る 「 グレ ード 職域１ 」、「 グレ ード 職域２ 」 及び「 Ｓ Ｓ ク イ ッ ク ロ ー 

ン」、「 宮城県市町村中小企業振興資金」 の推進を し ており ま す。  

 

    「 グレ ード 職域１ 」「 グレ ード 職域２ 」    

    ＜2024 年３ 月末現在＞             （ 単位： 件、 百万円）  

商品名 件数 融資残高 商品概要 

グレ ード 職域１  22 112 2020 年５ 月１ 日よ り 取扱開始・ 対象先と し て融

資新規先、 既存先に関わら ず、 ハート フ ル( 職

域) 覚書を 締結し た法人（ 業歴３ 年以上）、 個人

事業主( 業歴２ 年以上) 、融資金額コ ース によ り

10 万円以上 3, 000 万円以内。  

グレ ード 職域２  0 0 2020 年５ 月１ 日よ り 取扱開始・ 対象先と し て、

融資新規先既存先に関わら ず、 ハート フ ル( 職

域) 覚書を 締結し た法人( 業歴３ 年以上) 、 個人

事業主( 業歴２ 年以上) を 対象。カード ロ ーンを

作成し 融資金額はコ ース によ り 100 万円以上

2, 000 万円以内。  

   「 Ｓ Ｓ ク イ ッ ク ロ ーン」「 宮城県市町村中小企業振興資金」  

    ＜2024 年３ 月末現在＞             （ 単位： 件、 百万円）   

商品名 件数 融資残高 商品概要 

Ｓ Ｓ ク イ ッ ク ロ ーン 2 16 
１ 年以上の事業実績など 福島県信

用保証協会が定めた条件の対象者
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商品名 件数 融資残高 商品概要 

（ 中小零細事業者）・ フ ァ ッ ク ス

で申込受付し 、 即日保証決定・ 融

資金額 5, 000 万円ま で 

宮城県市町村中小企業振興資金 53 140 

宮城県の各市町村が定めた条件の

対象者（ 中小零細事業者）・ 保証

協会の保証料を市町村が負担・ 融

資金額 2, 000 万円ま で 

 

ウ ． 地域に密着し た営業戦略の実践 

     当信用組合の営業エリ アは、 東日本大震災から 13 年が経過する も 、

依然と し て原発事故に伴う 帰還困難区域等の指定（ 解除によ り 帰還可

能地区も 有り ） によ り 地域住民が避難生活を 余儀なく さ れており 、生活

基盤・ 経済活動基盤が成り 立たない状況が続いており ま す。 さ ら には

2023 年８ 月 24 日から 、Ａ Ｌ Ｐ Ｓ 処理水の放出開始によ り 現行において

も 、 放射能被害によ る 風評の影響も 払拭し き れない状況であり ま す。  

     長期化し た新型コ ロ ナウ イ ルス 感染症や原材料・ 人件費高騰の影響

によ る 事業不振、 福島沖地震等の相次ぐ 自然災害の影響を 受けた事業

者、勤労者の方から の融資相談は引続き 発生し ている こ と から 、個別訪

問活動の強化、 各ロ ーンセン タ ーにおいては営業時間外における 融資

相談等に対応すべく 毎週火曜日午後５ 時～午後７ 時ま で夜間融資相談

会を 開催し ており ま す。  

     コ ロ ナ禍およ び自然災害によ り 低迷し た地域経済回復には、 ま だ相

当の時間を要する も のと 思料し ており ま す。今後におき ま し ても 、事業

者、 勤労者の方への融資相談や条件変更においては引き 続き 柔軟に対

応し てま いり ま す。  

 

  ② 中小規模の事業者に対する 経営改善支援の取組みの進捗状況  

   ア． 信用リ ス ク 管理シス テムの活用 

     当信用組合では、 中小規模の事業者に対する 積極的な信用供与に取

り 組むため、信用リ ス ク 管理シス テムを導入し 、信用格付に基づき 取引

方針を検討し 融資推進を 図っており ま す。  

     震災等の影響によ り 止む無く 事業活動を 休止さ れていたお客様や、

財務内容が回復し ないお客様におき ま し ても 、 担当部署の融資部と 営

業店が協議し 、経営改善支援委員会におき ま し て、財務内容を 踏ま え協

議を し ながら 融資対応を 行っており ま す。  

     当信用組合は、地域に密着し た金融機関と し て、こ れま で培ってま い

り ま し たお客様と の信頼関係や、 個別訪問によ る 震災後の蓄積情報等
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を 基本に、 信用リ ス ク 管理シス テム を 活用し た速やかな経営分析及び

与信判断を行い、中小零細事業者の強みや弱みを 見極め、顧客サポート

を 行う と と も に、特に必要と 判断し た与信先について、顧問契約を 結ん

でいる 中小企業診断士（ 以下、「 経営改善支援コ ーディ ネータ ー」 と い

う 。） の適時訪問によ る 経営指導を 行っ ており ま す。（ 経営改善支援先：  

2011 年度から 2022 年度ま で 257 先、 2023 年度は３ 月現在 26 先抽出） 

 

   イ ． 経営改善支援コ ーディ ネータ ーの派遣 

     顧客サポート を行う べく 、特に必要と 判断し た与信先について、経営

改善支援コ ーディ ネータ ーと 共に同行訪問を 毎月２ 日間実施、 ２ 先か

ら ４ 先に対し 適時訪問によ る 経営相談受付・ 経営指導等を 行っ ており

ま す。（ 経営改善支援先： 2019 年度から 2022 年度ま で 68 先抽出、44 先

に対し 68 回同行訪問、 2023 年度は３ 月末現在 26 先抽出８ 先に対し 14

回訪問実施）  

 

   ウ ．外部機関の「 福島県産業復興相談センタ ー」「 福島県よ ろ ず支援拠点」

「 宮城県よ ろず支援拠点」 等と の連携 

     お客様の経営改善支援や事業再生につき ま し ては、 状況によ り 高い

専門性が求めら れる こ と も ある こ と から 、 外部機関の福島県産業復興

相談セン タ ーの専門家派遣事業を 活用し た専門家派遣支援、 よ ろ ず支

援拠点コ ーディ ネータ ーを 活用し た支援など によ り 経営上抱える 問題

の解決に取り 組み、ま た、経営改善計画書の作成支援を 実施し ており ま

す。  

     「 福島県産業復興相談センタ ー」「 福島県よ ろず支援拠点」 につき ま

し ては、 現在案件はないも のの引続き 支援を 必要と する 事業者があっ

た場合は連携支援を 実施し てま いり ま す。  

     2021 年度は「 福島県事業承継・ 引継ぎ支援センタ ー」 と １ 先連携し 、

親族間承継に係る 支援を 実施し ま し た。  

     2022 年度は「 宮城県よ ろず支援拠点」 と 1 先連携し 、 コ ロ ナの影響

を 受け資金繰り 等に課題を 抱えている 事業者に対し 、 抜本的な部分か

ら 立直し を 図る べく 、 改善計画書の作成等の経営環境改善に取り 組ん

でおり 、 2023 年度も 引続き 支援中であり ま す。  

 

   エ． 経営改善支援の進捗状況の検証 

    ａ ． 経営改善支援委員会並びに常務会における 検証 

      当信用組合では、引続き 信用供与の円滑化を 図る ため、融資部を 中
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心と し たス タ ッ フ で経営改善支援委員会（ 現在４ 名体制） を 設置し て

おり 、 経営改善計画書を 徴求し た大口与信先及びダウ ン サイ ド リ ス

ク 先等の経営改善支援先につき ま し ては、 常時営業店の管理職ま た

は役席が訪問し ており ま す。  

      さ ら に、外部支援機関と 連携し て実施し た同行訪問時の状況・ 経営

改善支援コ ーディ ネータ ーと の同行訪問時の状況等の報告について、

毎月開催し ている 同委員会においてその内容を 精査し 、 改善状況等

を 把握する と と も に、 経営上の問題点の解決策及び改善に向けたア

ド バイ ス 等の指導提案を 営業店に行い、 その進捗状況の継続的な管

理指導を行っ ており ま す。  

      ま た、毎月開催し ている 同委員会後、その都度常務会に経営改善支

援の進捗状況を報告し 、常務会は、当該報告内容を検証し ており ま す。 

    ｂ ． 理事会における 検証 

      理事会において、 常務会から 経営改善支援委員会によ る 経営改善

支援先の管理状況の報告を受け、進捗管理を行う と と も に、組合外部

の有識者である 非常勤理事によ る 専門的な知識、 経験等に基づいた

幅広い視点から 実効性の検証を行っ ており ま す。  

      ま た、必要に応じ 、 常務会に対し て改善策の検討・ 策定など を 指示

する こ と と し ており ま す。  

 

  ③ 担保ま たは保証に過度に依存し ない融資の促進その他の中小規模の事

業者の需要に対応し た信用供与の条件ま たは方法の充実のための方策の

進捗状況     

    当信用組合は、 経営者保証ガイ ド ラ イ ン の営業店への周知徹底を 継続

し て行っ ている ほか、 信用リ ス ク 管理シス テムを 活用し た速やかな経営

分析及び与信判断を 行っ たう えで取引方針の決定を 行い、 確定し た信用

格付に基づいて信用貸付枠を 設けて事業性評価に基づいた店長専行権限

によ る 融資に積極的に取り 組み融資推進を図っており ま す。  

    ま た、融資審査においては、同シス テムによ る 格付や資金計画の妥当性

も 含め判断し ており 、 民法（ 債権関係） の改正に伴う 保証人の具備要件と

し て公正証書作成要件が新たに定めら れたこ と も 踏ま え、 担保ま たは保

証に過度に依存し ない融資を 実践し ており ま す。  

 

（ ２ ） 被災者への信用供与の状況及び被災者への支援を はじ めと する 被災地域

における 東日本大震災から の復興に資する 方策の進捗状況 

  ① 被災者への信用供与の状況 
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    当信用組合の主要な営業エリ アである 福島県の相双地区につき ま し て

は、 東日本大震災の発生から 13 年が経過し た現在においても 、 原発事故

等の影響が続いており ま す。こ のため、当信用組合では、訪問や電話連絡

等によ り 被災者の現況を 適時把握し て、 新規融資及び条件変更を 含めた

ニーズに対応すべく 、 被災者の復興支援に取り 組んでおり ま す。  

 

 【 被災者向け新規融資の状況】               （ 単位： 先、百万円）  

 新規融資 

2024 年３ 月末ま での累計 う ち条件変更先に対する 新規融資 

先数 金額 先数 金額 

事業性資金 683 22, 439 219 8, 611 

 運転資金 186 2, 598 129 2, 572 

設備資金 430 19, 669 81 5, 954 

カード ロ ーン  67 172 9 85 

消費資金 86 203 36 64 

住宅ロ ーン  238 4, 510 13 284 

合計 1, 007 27, 152 268 8, 959 

 

  ② 被災者への支援を はじ めと する 被災地域における 東日本大震災から の

復興に資する 施策の進捗状況 

    当信用組合では、地域に根差し た金融機関と し て、地域経済の再興へ向

けた取組みを強化すべく 、当信用組合のお客様はも と よ り 、お客様以外の

地域の中小規模事業者並びに個人の皆様に対し 十分かつ円滑な資金供給

を 行っ ていく こ と を 改めて強く 決意し 、 国や地方公共団体を はじ めと す

る 行政や公的機関、 信用組合業界の系統中央機関である 全信組連など の

外部関係者の協力を仰ぎながら 、 こ れを 強力に実行し ており ま す。  

    主な施策につき ま し ては以下のと おり です。  

 

   ア． 被災者向け商品の提供 

    ａ ． 中小規模業者向け 

     ・「 そう ごし んく み復興特別資金」  

      東日本大震災によ り 被災さ れた事業者等を 対象に、 ２ 億円を 融資

限度と し て運転資金、 設備資金、 借り 替え資金等を 低金利（ 当初２ 年

間固定） にて提供。（ 取扱期間を 2025 年３ 月末ま で延長。）  
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  ＜2024 年３ 月末現在＞                （ 単位： 件、 百万円） 

商品名 件数 融資金額 商品概要 

そう ごし んく み復興特別資金 

（ プロ パー）  
234 5, 637 

自然災害によ る 被災事業者等・ 限度

額２ 億円・ 運転資金の手形貸付は原

則担保不要 

 

    ｂ ． 個人向け 

     ・「 災害復旧住宅ロ ーン」  

      2012 年度以降は、 相馬市・ 新地町によ る 土地買取り 価格の調整が

図ら れたほか、 2014 年度以降は、 相馬市・ 南相馬市の防災集団移転

促進事業が促進さ れ、震災被災者に対し 住宅の再建支援策と し て、金

利を優遇し た災害復旧住宅ロ ーンの実行累計は 2024 年３ 月末現在で

256 件： 4, 640 百万円ま で進捗する など 、 震災被災者の復旧の一助を

担ってま いり ま し たが、 震災被災者の住宅再建は概ね完了し ており 、

震災から の復旧住宅ロ ーンの需要は無く なり つつあり ま す。  

      し かし ながら 、2019 年度に発生し た台風 19 号等の豪雨によ り 被害

に遭っ た方のために、 引続き 災害復旧住宅ロ ーン と し て取扱いを 継

続し ており ま す。  

      こ れま では、災害の都度期間を限定し て取扱っ ており ま し たが、今

後は多発する 自然災害に伴い、 取扱期間を 限定し ない取扱いに変更

し 支援し ており ま す。  

      なお、 2019 年１ 月よ り 、 災害公営住宅に居住し ている 被災者が当

該公営住宅を 買取る 場合の支援と し て、 災害公営住宅ロ ーン を 発売

し ており ま す。  

 

 ＜2024 年３ 月末現在＞                （ 単位： 件、 百万円） 

商品名 件数 融資金額 商品概要 

災害復旧住宅ロ ーン  256 4, 640 
自然災害の罹災者に対する 住宅の新築、

増改築資金、 住宅用土地及び住宅の購入

資金等・ 自然災害に伴う 被災者支援。  

災害公営住宅ロ ーン  17 66 

災害によ り 公営住宅に居住し ており 、 公

営住宅の買取り を 行う 者。  

500 万円以内、 10 年以内、 担保・ 保証人

原則不要。  

 

   イ ． 相談機能強化 

     当信用組合では、双葉郡のお客様が他地域へ避難さ れ、お客様の大半

が帰還出来ていない現状ではあり ま すが、 各地方公共団体が帰還し て

いる こ と を踏ま え、 地元金融機関の責務を 果たすべく 、 2020 年１ 月 14
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日営業再開し た浪江支店において、浪江地区だけではなく 、双葉郡地域

（ 大熊支店と 富岡支店の顧客を 含む） のお客様に対し ても 、相談・ サポ

ート 等のサービ ス 向上を 図っており ま す。  

     いわき 市には、 浪江町、 大熊町、 富岡町の事業者、 住民の方々が現在

においても 多数転入さ れている こ と を 踏ま え、いわき 支店は、お客様か

ら の相談等に対し お客様の目線に立ち、 き め細かなサービ ス 向上に努

めており ま す。  

 

【 浪江支店・ いわき 支店の相談受付実績一覧】  

 ＜2024 年３ 月末現在＞                    （ 単位： 件）  

 2023 年９ 月末 浪江支店 
2023 年 9 月～2024 年 3 月 

いわき 支店 
2023 年 9 月～2024 年 3 月 

合  計 
2024 年３ 月末 

相談件数 

（ 預金・ 融資）  26, 738 674 1, 115 28, 527 

内預金 24, 027 619 1, 115 25, 761 

内融資 2, 711 55 0 2, 766 

 

   ウ ． 被災し た事業者及び個人に対する 信用供与への柔軟な対応 

     当信用組合の主要な営業エリ アである 福島県の相双地区につき ま し

ては、 東日本大震災の発生から 13 年が経過し た現在においても 、 原発

事故等の影響が続いており ま す。こ のため、当信用組合では、 訪問や電

話連絡等によ り 被災者の現況を 適時把握し て、 新規融資及び条件変更

を 含めたニーズに柔軟な対応を 行い、 被災者の支援に積極的に取り 組

んでいる こ と から 、 被災によ る 2011 年４ 月末の延滞発生先数は 1, 330

先 98 億円と なっており ま し たが、2024 年３ 月末ま でに事業資金と 住宅

資金において 1, 038 件 271 億円の条件変更を 実施し 、 他に消費者ロ ー

ン の条件変更等にも 取り 組みま し たこ と から 、 原発被災外店舗では若

干の増減はある も のの原発被災店舗では着実に減少し 、 2024 年３ 月末

では 803 先 5, 334 百万円減少し 、 延滞先数・ 残高は６ 先 51 百万円と な

り 、 債権の正常化が進んでおり ま す。  

こ のほか、帰還さ れたお客様や移転先にて事業を 再開する 等、新たな

生活基盤を 築いたお客様等につき ま し ては、 常時訪問や電話連絡等に

よ る モニタ リ ン グを 実施し 、 融資の条件変更等柔軟な対応を 行っ てお

り ま す。  

     現在におき ま し ては、 震災関連融資につき ま し ては引き 続き 融資部

によ り 、 継続的なサポート 体制をと っ ており ま す。  
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【 震災後の延滞債権の推移】                （ 単位： 先、 百万円） 

 2011 年４ 月末 2024 年３ 月末 対比 

先数 残高 先数 残高 先数 残高 

原発被災外店舗 521 4, 457 27 421 ▲494 ▲4, 036 

原発被災店舗 809 5, 385 6 51 ▲803 ▲5, 334 

計 1, 330 9, 842 33 472 ▲1, 297 ▲9, 370 

 

 【 震災後の条件変更実行（ 2024 年３ 月末現在）】       （ 単位： 件、 百万円）  

 事業資金 住宅資金 

実行件数 実行債権金額 実行件数 実行債権金額 

原発被災外店舗 667 16, 906 99 1, 291 

原発被災店舗 206 8, 139 66 803 

計 873 25, 045 165 2, 094 

 

 【 震災後の事業性資金、 住宅資金、 消費者ロ ーンに係る 条件変更実行】  

（ 単位： 件、 百万円）  

 2011 年４ 月～ 
2023 年９ 月 

2023 年 10 月～ 
2024 年３ 月 計 

実行件数 実行債権金額 実行件数 実行債権金額 実行件数 実行債権金額 

事業性資金 849 23, 724 24 1, 321 873 25, 045 

住宅資金 165 2, 094 0 0 165 2, 094 

消費者ロ ーン  69 53 0 0 69 53 

 

   エ． 外部機関と の連携によ る 対応 

    ａ ． 事業再生フ ァ ンド 等の活用 

     ・「 福島県産業復興相談センタ ー」  

      当信用組合は、 福島県産業復興相談センタ ーと 連携を 図り ながら

被災さ れた中小零細事業者の状況に応じ た支援を 実施する ため、 同

センタ ーを 相談窓口と し 、 積極的に活用する こ と と し ており ま す。  

     2020 年度ま での相談件数は７ 件と なっており 、 2021 年４ 月以降、 債

権買取相談・ 希望受付分については、 具体的事例はあり ま せんが、 以

前よ り 債権買取り に限ら ず、経営課題の相談に乗り 、必要に応じ 他の

支援機関等と の連携調整等や経営課題解決に向けた施策、 条件変更

等に向けた協議等を行っ ており ま す。  

     ・「 福島産業復興機構」  

      当信用組合は、 被災し たお客様の迅速な事業再開を 通じ た被災地
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域の復興を 図る ため、 2011 年 12 月に福島県、（ 独） 中小企業基盤整

備機構及び県内金融機関と の共同出資によ り 設立し た「 福島産業復

興機構」 に有限責任組合員と し て資本参加し ており 、地域復興に向け

た金融面から の取組みを 後押し する と と も に、 事業再生が見込ま れ

る お客様について、同機構の活用を 検討し 、事業再開や事業再生を 支

援する 体制を 整えて実施し てま いり ま し た。  

      2015 年度ま での同機構によ る 支援決定は５ 件（ う ち４ 件買取、 １

件組合で独自支援）。引続き 2016 年４ 月から 、お客様の特性・ 状況に

応じ た事業再生の機会を 提供でき る よ う 継続的に同機構と 連携し て

活用を 推進し てま いり ま し たが、 2021 年３ 月末に支援決定の申込み

受付が終了する ま で、 相談や具体的事例はあり ま せんでし た。  

     ・「（ 株） 東日本大震災事業者再生支援機構」  

      （ 株） 東日本大震災事業者再生支援機構の特性を 考慮し 、 でき る 限

り 多く のお客様に対し 、 事業再生の機会がご 提供でき る よ う 日々の

営業活動において状況把握に努めており 、 同機構の積極的な活用を

本部、 営業店と 連携し て推進し てま いり ま し た。  

      2020 年度ま でに４ 先協議を 行い３ 先について同機構によ る 買取り

が完了し 、 １ 先については当信用組合が独自で支援（ 条件変更等） を

実施し ま し た。  

      2021 年度以降、 債権買取り 業務が無く なったも のの、 今後も お客

様の特性・ 状況等に応じ て同機構の相談業務を 活用・ 連携し 、事業再

編や事業再生を支援し てま いり ま す。  

     ・「 し んく みリ カバリ フ ァ ンド 」  

      信用組合業界では、業界専用の再生フ ァ ンド である「 し んく みリ カ

バリ フ ァ ンド 」 を 設立し て、地域の中小企業の再生と 活性化に向けた

取組みを進めており ま す。  

      当信用組合関係事業者ではま だ利用実績がないも のの、 今後も 引

続き お客様に周知を図り 、お客様の状況等に応じ て、フ ァ ンド の活用

を 検討し てま いり ま す。  

     ・「 ふく し ま 地域産業６ 次化復興フ ァ ンド 」  

      福島県内の中小企業を 対象と し た地域活性化フ ァ ン ド と し て「 ふ

く し ま 地域産業６ 次化復興フ ァ ンド 」 を 設立し て、農林漁業者が他産

業と 対等の立場で事業展開する 「 ６ 次化事業体（ 合弁会社）」 に、 フ

ァ ン ド が必要な成長資金を 供給する 事で異業種間の強力な結びつき

を 実現さ せる 取組みを 進めており ま し た。 当信用組合関係事業者で

は利用実績は無く 、 当該フ ァ ンド について、 2023 年 10 月 13 日に投
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資先が無く なった事から 事業目的が達成し たと し て、2023 年 11 月 30

日に解散致し ま し た。  

 

ｂ ． 自然災害によ る 被災者の債務整理に関する ガイ ド ラ イ ン に基づく 債

務整理への対応 

      個人版私的整理ガイ ド ラ イ ンによ る 債務整理の申請につき ま し て

は、2017 年 12 月末時点で弁済計画書に同意し たも のは２ 件と なっ て

おり 、 現在は完済し ており ま す。  

      2021 年３ 月末を も っ て、当該ガイ ド ラ イ ンは終了と なり ま し たが、

終了後の 2021 年４ 月から は自然災害によ る 被災者の債務整理に関す

る ガイ ド ラ イ ン に則り 、 お客様の意向や状況を 最大限に考慮し たう

えで積極的に利用を勧奨し 、弁護士や税理士と も 連携し ながら 、本ガ

イ ド ラ イ ンに沿っ た債務整理等を 適切に対応し てま いり ま す。  

      2019 年東日本台風によ る 災害に係る 債務整理の申出については１

先受理し 、調停条項が成立し ており ま す。新型コ ロ ナウ イ ルス 感染症

の影響によ る 債務整理の申出については２ 先受理し 、 現在は完済し

ており ま す。  

 

   オ． 消費者ロ ーンの推進強化 

     お客様への積極的な訪問活動を踏ま え、 個人のお客様に対し ま し て

は、 ラ イ フ サイ ク ルに応じ た資金需要も 考えら れま すこ と から 、 即時

対応可能な消費者ロ ーンの推進を図っ ており ま す。  

     推進方策と いたし ま し ては、 当信用組合の職域提携先（ 各事業所と

の提携によ り 従業員等への優遇商品の提供を実施） への積極的なセー

ルス 、 プロ パー消費者ロ ーンを 常時推進し ており ま す。  

     ま た、 新型コ ロ ナウ イ ルス 感染症や福島県沖地震等の影響における

収入源等によ る 資金需要、 条件変更等へは引き 続き 柔軟な対応を 進め

てま いり ま す。  

 

【 消費者ロ ーン実行金額一覧】  

 ＜2024年３ 月末現在＞                 （ 単位： 件、 百万円）  
 2016 年４ 月～ 

2023 年 9 月 
１ ０ 月 １ １ 月 １ ２ 月 １ 月 ２ 月 ３ 月 合計 

実行件数 2, 730 25 22 21 13 16 32 2, 859 

実行金額 3, 263 29 33 24 18 23 55 3, 445 

 

   カ．「 地方創生」 への積極的参画 
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     人口減少や少子高齢化によ る 地方経済の地盤沈下を 防ぐ 試みは、 私

ど も 地域金融機関である 信用組合が成し 遂げなければなら ない大切な

使命である と 認識し ており ま す。  

引続き 、 地方公共団体によ る 「 地方創生」 事業へ積極的に参画し 、

「 地方創生」 実現に向けて取り 組んでおり ま す。  

     2023年度は、 2020年２ 月よ り 当信用組合において、 Ｓ Ｄ Ｇ ｓ 宣言し

ている 経緯を 踏ま え、 Ｓ Ｄ Ｇ ｓ を後押し すべく ６ 月から 「 そう ごし ん

Ｓ Ｄ Ｇ ｓ 定期預金」 を発売し ま し た。 （ 販売総額の0. 035％（ 最大100

万円） を 自治体等に寄付） 850百万円販売し 、 30万円を 教育活動に充

当し ても ら う べく 令和５ 年１ ２ 月２ ６ 日に、 相馬市教育委員会へ寄付

し ま し た。  

     ま た、 １ ０ 月から 福島県下４ 信用組合にて預金統一商品と し て定期

預金「 こ ど も 未来応援エール」 （ 販売総額100億円、 期間１ 年、 金利

0. 01%、 販売総額の0. 01％（ 最大100万円） を寄付） を 販売し ま し た。

当組合にて、 415百万円販売し 、 令和６ 年５ 月１ ７ 日に福島県信用組

合協会から 福島県こ ど も 未来局へ100万円寄付し ま し た。  

 

  【 包括的連携協定書締結自治体一覧】  

連携協定締結日 自治体 エリ ア店舗 

2016年７ 月６ 日 相馬市 本店、 相馬港支店、 相馬西支店 

2016年７ 月11日 蔵王町 蔵王支店 

2016年７ 月28日 新地町 新地支店 

2016年９ 月16日 亘理町 亘理支店 

2016年12月２ 日 岩沼市 岩沼支店 

2017年９ 月５ 日 大河原町 大河原支店 

2018年３ 月22日 南相馬市 鹿島支店、 原町支店 

2020年１ 月24日 浪江町 浪江支店 

 

【 地方創生関連預金商品残高・ 契約高推移一覧】  

 ＜2024 年３ 月末現在＞               （ 単位： 件、 百万円）  

 
 

2023 年 9 月末 

 

2023 年 10 月～2024 年 3 月 

 

2024 年 3 月末 

健康応援定期預金 
口 数 178 口 数 14 口 数 192 

残 高 203 残 高 52 残 高 255 

子育て支援定期積金 
口 数 387 口 数 0 口 数 387 

契約高 535 契約高 0 契約高 535 
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   キ． オールふく し ま 経営支援事業と の連携強化 

     福島県内の中小企業等は風評被害の影響によ り 厳し い状況が続いて

おり 、 地域活性化のためにも 地域事業者の活力が必要不可欠であり 、

中小企業等の経営支援体制をと る べく 、 金融機関の連携を図る こ と を

目的と し て、 「 オールふく し ま サポート 委員会」 及び「 地域サポート

委員会」 が2015年10月９ 日設立さ れま し た。 なお、 2022年４ 月１ 日よ

り 休止し ていた「 地域サポート 委員会」 については2023年６ 月１ 日よ

り 再開し ており ま す。  

     こ のこ と から 、 当信用組合におき ま し ては、 本部支援担当部署及び

福島県内稼働店舗の各店長を同委員会へ参加する メ ンバーと し 、 福島

県内の各稼働店舗を 相談窓口と し ており ま す。  

     オールふく し ま 経営支援事業と の連携強化のため、 「 オールふく し

ま 全体会議」 、 「 オールふく し ま 中小企業・ 小規模事業者経営支援連

絡協議会相双地域ネッ ト ワ ーク 会議」 、 「 オールふく し ま 中小企業・

小規模事業者経営支援連絡協議会いわき ネッ ト ワ ーク 会議」 （ 地域ネ

ッ ト ワ ーク 会議は2023年６ 月１ 日に廃止） に参加し ており ま す。 2024

年３ 月末現在、 当信用組合主体でオールふく し ま 経営支援事業を 活用

し た中小企業等の経営支援事業の実績はあり ま せんが、 新型コ ロ ナウ

イ ルス 感染症等の影響によ り 財務内容が悪化し た事業者に対し 、 他行

協調のも と 経営改善計画書の作成等の支援を行っ ており ま す。 引続

き 、 オールふく し ま 経営支援事業を 活用すべく 、 地域事業者への周知

活動を図り 地域事業者支援に取り 組んでま いり ま す。  

 

   ク ． 地方公共団体への支援 

     各地方公共団体においては、イ ンフ ラ 整備を含む地域復興や、拡散し

た放射性物質の除去・ 除染作業に伴う 各種復興事業が見込ま れる こ と

から 、当信用組合では、地元地方公共団体の資金調達のための入札や地

方債引き 受けに積極的に応じ る こ と と し ており ま す。  

     し かし ながら 、近年各金融機関と も 低金利である ため、なかなか落札

する こ と ができ ずにおり ま すが、 地域金融機関と し て積極的に取り 組

んでおり ま す。  

 

【 地公体融資実行件数・ 金額】  

   ＜2024 年３ 月末現在＞                （ 単位： 件、 百万円）  
 

2018 年度 2019 年度 2020 年度 2021 年度 2022 年度 2023 年度 
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実行件数 ７  22 13  1 21 ９  

実行金額 895 1, 412 1, 176 300 1, 454 256 

 

   ケ． 新型コ ロ ナウ イ ルス 感染症の影響を よ り 迅速に把握する ための取引

事業者へのモニタ リ ング実施状況 

     事業者の実態については、日々の渉外活動において、経営環境の変化

や財務情報の定量面における 状況把握を 行う ほか、 ヒ アリ ン グやモニ

タ リ ングによ り 、経営者の意欲等の定性面の実態把握に努め、早期の事

業再生が必要と さ れる 事業者を 速やかに把握し 、 事業再生に向けた取

組みを行っており ま す。  

ま た、早期の事業再生が必要と 認めら れる 大口与信先や、再生プロ セ

ス が長期間に及ぶ事業者については、 経営改善支援委員会によ り 経営

改善支援コ ーディ ネータ ーを 擁し て事業再生に向けた計画の策定支援

等を 行っ ており ま す。  

さ ら には、 外部連携機関と し てオールふく し ま 経営支援事業の活用

や福島相双復興官民合同チーム 等と の協調によ り き め細かな対応し て

ま いり ま す。  

 

   コ ． 伴走型支援の実施状況 

     当信用組合では、 新型コ ロ ナウ イ ルス 感染症の影響を 受けたお客様

に対し 、経営改善支援コ ーディ ネータ ー派遣、フ ィ ールド セールス など

の訪問活動の強化によ り ニーズを迅速に汲み取り 、資金繰り の支援、本

業支援、 経営改善支援、 事業再生支援など 支援し てま いり ま す。  

 

    【 伴走型実行金額】  

    ＜2024 年３ 月末現在＞             （ 単位： 件， 百万円）  

 2021 年 12 月～2024 年３ 月 

実行件数 ３  

実行金額 ７  

 

   サ．日本銀行の「 被災地金融機関を 支援する ための資金供給オペレ ーショ

ン」 の利用 

     当信用組合では、2011 年度から 全信組連を 通じ 、日本銀行によ る「 被

災金融機関を 支援する ための資金供給オペレ ーショ ン」 の利用を 継続

し 、潤沢な手元資金を 確保する こ と で、被災者の預金引き 出し や資金需

要に応える 態勢を整えており ま し たが、 2022 年８ 月に「 被災金融機関
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を 支援する ための資金供給オペレ ーショ ン」 が終了と なり ま し た。  

当信用組合においては今後と も 、 被災者の預金引出し や資金需要に

応える 態勢は継続し て整えてま いり ま す。  

 

   シ． 当信用組合によ る 被災地支援の取組み 

2020年２ 月に、 当信用組合が「 Ｓ Ｄ Ｇ ｓ 宣言」 し ている こ と を 踏ま

え、 Ｓ Ｄ Ｇ ｓ の視点を交えて支援し ていく 取組みを開始し ま し た。  

Ｓ Ｄ Ｇ ｓ に関する 支援の取組みと し ては 

①2023年１ 月、 あいおいニッ セイ 同和損害保険株式会社と Ｓ Ｄ Ｇ ｓ

包括連携協定を 締結し ま し た。 福島県沖地震や新型コ ロ ナウ イ ル

ス の影響を 受けた事業者が、 あいおいニッ セイ 同和損害保険株式

会社が提供する 「 Ｓ Ｄ Ｇ ｓ 経営簡易診断」 を 通し て「 Ｓ Ｄ Ｇ ｓ 宣

言」 の策定支援ま で行う も のであり 、 持続可能な事業目標を 明確

化し 、 復旧回復に繋げる 取組みであり ま す。 2023年７ 月にＳ Ｄ Ｇ

ｓ 中小企業向けセミ ナーを 開催し 31社が参加し 、 １ 社が「 Ｓ Ｄ Ｇ

ｓ 宣言」 の策定に至っ ており ま す。  

②2023年５ 月、 県下４ 信用組合統一商品と し て、 Ｓ Ｄ Ｇ ｓ に係る 融

資商品の販売を 開始し ま し た。 事業性融資商品と し て「 カーボン

ニュ ート ラ ル＆Ｓ Ｄ Ｇ ｓ 応援事業者ロ ーン」 、 個人向け融資商品

と し て「 教育カード ロ ーン」 を 取扱いし ており ま す。  

2024年３ 月末実績 

・ カーボンニュ ート ラ ル＆Ｓ Ｄ Ｇ ｓ 応援事業者ロ ーン  

１ 件、 10百万円 

      ・ 教育カード ロ ーン 

       ８ 件、 8. 5百万円（ 極度額）  

③2023年６ 月に、 Ｓ Ｄ Ｇ ｓ 定期預金を販売し ま し た。 被災地におけ

る Ｓ Ｄ Ｇ ｓ を後押し する 商品であり 、 募集金額の0. 035％（ 最大

100万円） を被災し た自治体等に寄付さ せて頂く こ と を 目的と し

ていま す。 2023年１ ０ 月末に販売終了し 実績は367件、 850百万円

でし た。  

ま た、 １ １ 月１ ４ 日に「 第２ 回相双五城信用組合杯パーク ゴルフ 大

会」 を 開催し 、 前年度同様、 新型コ ロ ナウ イ ルス 感染症や福島県沖地

震の影響を 受けた事業者が取り 扱う 商品を景品と し て提供さ せて頂き

ま し た。  

 包括連携協定を締結し ている 市町村においては、 移住定住を促進し

ている こ と から 、 移住定住を支援する 住宅ロ ーン発売も 検討中であり
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ま す。  

なお、 2024年度においても 、 地方創生関連預金商品と し て金利優遇

の健康応援定期預金及び子育て支援定期積金を 継続し て取扱っており

ま す。  

 

  ＜主な支援事例＞ 

  【 事例１ 】 収益性・ 生産性向上を図る 為の事業者支援 

      福島県南相馬市にて建設業を 営んでいる Ｔ 株式会社は公共工事を

メ イ ンに受注し ており ま す。昨今、重機を 使用する 工事が増加し てお

り 、外注にて手配する も すぐ に調達でき ない事から 、工事の遅れに伴

う 余分な支出の増加や生産性悪化に課題を 抱えており 、 課題解決の

相談があり ま し た。  

      当信用組合と し て、 新たに重機運搬車両を 購入する 事によ り 経費

削減・ 生産性向上によ る 経営改善効果が期待さ れる 事から 、福島相双

復興官民合同チーム と 協調のも と 、 福島県原子力被災事業者事業再

開等支援補助金の活用を 提案し 、 同補助金の申請支援を 実施し ま し

た。  

      尚、 11 月 30 日に補助金の採択を 受けており ま す。  

 

【 事例２ 】 避難指示解除に伴う 事業再開の為の事業者支援 

      震災前に福島県双葉郡浪江町大堀地区にて伝統工芸品である 大堀

相馬焼の製造・ 販売を 営んでいた個人事業主Ｋ 氏は原発事故によ り

福島県いわき 市に避難し 、 同市にて製陶活動を 継続し ており ま し た。 

除染作業等が進み大堀地区の避難指示が解除さ れた事に伴い『 大

堀相馬焼は大堀で』 と の強い思いから 、事業再開すべく 申請し た福島

県原子力被災事業者事業再開等支援補助金及びグループ補助金のつ

なぎ資金の相談があり ま し た。  

      当信用組合と し て、伝統工芸品の維持・ 存続及び被災地域の復興に

寄与する も のと 思料し 、 地元金融機関と し てつなぎ資金の金融支援

を 実施し ま し た。  

 

（ ３ ） その他主と し て業務を 行っ ている 地域における 経済の活性化に資する 方

策の進捗状況 

  ① 経営革新等支援機関と し ての支援の進捗状況 

    当信用組合では、（ 独） 中小企業基盤整備機構など の各種団体や地域の

商工会議所・ 商工会等と 連携し 情報の集積及び発信機能（ 東日本大震災か



19 

ら の経営再建や起業・ 新規事業展開に役立つ情報提供等） を 強化する と と

も に、 支援対象先へは当信用組合と 経営改善支援コ ーディ ネータ ーと 営

業店担当者の帯同訪問によ り 、 2021 年度は福島県原子力被災事業者事業

再開等支援補助金を ２ 先申請支援し 、 事業再構築補助金についても １ 先

申請支援し ており ま す。 2022 年度はグループ補助金を３ 先申請支援し て

おり ま す。 2023 年度は福島県原子力被災事業者事業再開等支援補助金を

２ 先申請支援し ており ま す。  

    引続き 補助金等の情報を 提供し 、 申請等のアド バイ ス を 実施し てま い

り ま す。各営業店に対し ては、地方公共団体が発表し た地方創生事業に沿

った地域活性化に取り 組んでいく よ う 、継続的に職員を説明会・ セミ ナー

等に積極的に参加さ せ支援・ 連携態勢の強化を図っ ており ま す。  

 

  ② 創業ま たは新事業の開拓に対する 支援に係る 機能の強化のための方策

の進捗状況 

   ア． 各種商工団体と の連携 

     各種団体や地域の商工会議所・ 商工会等と 連携し 、情報の集積及び発

信機能（ 東日本大震災から の経営再建や起業・ 新規事業展開に役立つ情

報提供等） を 強化する と と も に、各種団体関係者を 招致し 、当信用組合

取引先で、 事業改善（ 再建）・ 創業・ 新規事業展開希望者を対象に、 経

営改善計画・ 事業計画書等に関する 相談会を実施し ま し た。  

     今後も 地域事業者の事業展開支援に貢献すべく 、 各種団体や地域の

商工会議所・ 商工会等と 連携し 、 支援体制を構築し てま いり ま す。  

 

   イ ． 資金調達手段の情報提供 

     当信用組合を 含め福島県内の４ 信用組合は、 創業ま たは新事業展開

時における 資金調達手段の多様化を 図る こ と を 目的と し て、 ク ラ ウ ド

フ ァ ンディ ングを推進する ためにミ ュ －ジッ ク セキュ リ ティ －ズ( 株)

と 業務提携を 結んだほか、 いわき 信用組合と の「 FAAVO磐城国」 パー

ト ナー契約を 締結し 、 購入型ク ラ ウ ド フ ァ ンディ ングでの資金調達を

はじ めと し た創業支援、 販路拡大を 支援し ており ま す。  

     引続き 、 長期化し たコ ロ ナ禍によ り 、 売上減少等、 経営に打撃を 受

けた当信用組合取引先を 支援すべく 、 全信組連の起案によ る ク ラ ウ ド

フ ァ ンディ ングサイ ト 「 MOTTAI NAI みら い」 を活用し 事業者支援を 行

っ てま いり ま す。  

     今後におき ま し ても 、 地域の中小零細事業者へ資金調達手段の情報

提供を行ってま いり ま す。  
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   ウ ． 事業性資金融資の推進 

     当信用組合では、 資金調達力の乏し い中小零細事業者向け事業性融

資を 率先し て提供し てま いり ま し た。 創業ま たは新事業展開におき ま

し ても 、 同様に、 積極的に融資推進を 図っ ており ま す。 ま た、 福島県浜

通り 地区は東日本大震災によ る 人口減少、 農作地の回復が遅れている

なか、 国の再生エネルギー推進に後押し さ れたメ ガソ ーラ ―の立地に

よ り 他金融機関と の協調融資で５ 先 4, 224 百万円の融資を 決定し 2020

年度には全額実行し ており ま す。  

なお、 2024 年３ 月末現在では、 今後、 風力発電等の再生エネルギー

４ 先 1, 550 百万円（ 内３ 先 623 百万円実行） の融資実行を予定し てお

り 、 引続き 他金融機関と の協調によ り 積極的に推進し てま いり ま す。  

      

   ＜2024 年３ 月末現在＞              （ 単位： 件、 百万円）  

融資先 件数 実行額 融資残高 

Ａ 事業者 ２  524 380 

Ｂ 事業者 １  1, 000 644 

Ｃ 事業者 １  700 460 

Ｄ 事業者 １  1, 000 726 

Ｅ 事業者 １  1, 000 721 

Ｆ 事業者 ３  298 298 

Ｇ 事業者 ３  303 303 

Ｈ事業者 １  22 22 

 

  ③ 経営に関する 相談その他の取引先の企業（ 個人事業者を 含む） に対する  

    支援に係る 機能の強化のための方策の進捗状況 

当信用組合では、原発事故の影響を 受け、地域復興が不透明でさ ら に

長期化する こ と が見込ま れる なかで、 中小規模事業者が抱える 経営問

題が時々刻々と 変化し ており 、 事業再建や経営改善に向けた多種多様

な金融支援が求めら れている と 認識し ており ま す。  

     事業再建や経営改善支援に係る 相談につき ま し ては、 経営改善支援

コ ーディ ネータ ーの随時訪問によ る 経営指導及び他の支援機関と 連携

を 図り 、 専門家派遣等の顧客サポート を行っており ま す。  

     2016 年３ 月に支援先の見直し を行い、 2022 年度ま で支援先と し ての

べ 123 先を選定し 、 のべ 92 先に対し て経営改善支援コ ーディ ネータ ー

によ る 経営相談や指導を 実施し ま し た。2023 年度は 26 先を支援対象先

に選定し 、３ 月末現在、経営改善支援コ ーディ ネータ ーによ る 支援を ８
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先行っており ま す。 残り 18 先に対し ては、 常時営業店の管理職ま たは

役席が訪問し ており ま す。 今後も 経営改善支援コ ーディ ネータ ー又は

外部支援機関を 活用し 、 積極的に派遣する よ う 取り 組んでま いり ま す。 

     ま た、お客様の成長サイ ク ルに応じ た事業再建や経営改善に向け、当

面の運転資金の融資のほか、 財務内容改善を はじ めと する 経営改革や

経営改善計画についての提案・ 助言等についても 経営改善支援事業を

通じ 積極的に実施し ており ま す。  

 

  ④ 早期の事業再生に資する 方策の進捗状況 

   ア． 支援態勢の確立 

     当信用組合は、 日々の渉外活動において経営環境の変化や財務情報

等の定量面における 状況把握に加え、 ヒ アリ ン グやモニタ リ ン グによ

り 、経営者の意欲等の定性面の実態把握に努めており 、早期の事業再生

が必要と さ れる お客様を 速やかに把握し 、 経営改善支援コ ーディ ネー

タ ーを 擁し て事業再生に向けた取組みを 支援する ための態勢を 整えて

おり ま す。  

     ま た、早期の事業再生が必要と 認めら れる 大口与信先や、再生プロ セ

ス が長期間に及ぶお客様についても 経営改善支援委員会によ り 経営改

善支援コ ーディ ネータ ーを 擁し て事業再生に向けた支援実施を 指示し

ており ま す。  

     なお、 当信用組合では、 事業の継続・ 再開を目指す中小規模事業者・

個人の過大債務の負担軽減等の為の施策を 広く 知っ て頂く 為、 日々の

営業活動において周知を 図っており ま す。  

     2023年度は提案型セールス 能力向上及び目利き 力向上の為に、 通信

教育講座「 法人税申告書から アプロ ーチする 企業分析・ 融資提案講座」

10名、「 取引機会を逃さ ない事業性融資の進め方講座」 ７ 名を 受講さ せ

てス キルアッ プを図っており ま す。  

     さ ら に、福島県・ 宮城県信用組合協会が開催する 研修講座「 融資業務

の基礎知識研修」 ７ 名参加、「 融資審査判断能力向上研修」 ７ 名参加、

「 事業先融資推進研修」 ７ 名参加、その他の団体等が開催する セミ ナー

にも 参加さ せ、 融資目利き 力・ 判断力の養成を 行っており ま す。  

 

   イ ． 外部機関と の連携 

     当信用組合では、 お客様の状況を 総合的に勘案し たう えで、 外部の

中小企業診断士、 税理士等の各種専門家と の協働や「 福島県産業復興

相談センタ ー」 、 「 福島県よ ろず支援拠点」 、 「 宮城県よ ろず支援拠
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点」 、 「 中小企業基盤整備機構」 から の各種専門家派遣等の連携を 図

り 、 ま た、 2015年10月９ 日に設立さ れた「 オールふく し ま サポート 委

員会」 と も 連携を図り 、 地域中小零細事業者の様々な問題・ 課題等の

解決に向けて外部機関と の連携強化態勢を 構築し ており ま す。  

     ま た、 福島県内の金融機関等が相互に有する 情報等を 提供し 、 中小

企業者等が抱える 課題の解決に向けて、 連携を 図る こ と によ り 地域経

済の安定を図る こ と を目的と し て、 2021年11月22日に「 ふく し ま 経営

支援連携協議会」 が設立さ れま し た。  

     2022年５ 月には、 いわき 信用組合を 代表機関と し た「 磐城国地域振

興プラ ッ ト フ ォ ーム」 を 発足し 、 創業・ 企業者向けセミ ナーや専門家

派遣事業等、 地域中小零細事業者の経営課題解決を支援する 連携体を

組成し ま し た。  

     連携機関と 相互協力を 進め、 地域中小零細事業者の様々な問題・ 課

題等の解決に向けて連携を 図っ てま いり ま す。  

 

   ⑤事業の承継に対する 支援に係る 機能の強化のための方策の進捗状況 

     当信用組合のお客様である 中小零細事業者の中には、 経営者の高齢

化等によ り 代替わり を 考えている 方がおり 、 事業の承継を 検討し てい

る 方の相談に乗り 、 当該経営権の移譲に付随し て発生する 税務面や法

務面等の各種問題に対する 支援を 適切に行える よ う 、 当該事業者の税

理士及び経営改善支援コ ーディ ネータ ー及び「 事業承継・ 引継ぎ支援セ

ンタ ー」 と 連携し て、円滑な事業承継支援を 図る べく 取り 組んでおり ま

す。  

     さ ら に、 2019 年５ 月 14 日に設立さ れた全国の信用組合から なる「 事

業承継連携協議会」 によ り 、 各信用組合と の情報共有を図り ながら 、 Ｍ

＆Ａ 等も 視野に入れた活動を実施し ており ま す。  

     ま た、2023 年４ 月 20 日に各金融機関等と の事業承継ネッ ト ワ ーク の

強化と 情報交換を 目的と し て設立し た「 福島県事業承継金融機関情報

連絡会」 を通じ て、ス ムーズで確実な事業承継・ 引継ぎの実施を図る べ

く 取り 組んでおり ま す。  

なお、 2020 年１ 月 28 日にヒ ュ ーレ ッ ク ス グループと 業務提携し 、

2020 年４ 月１ 日よ り 、 後継者支援・ 即戦力人材、 若者人材の紹介等、

経営者、 後継者の結婚斡旋等、Ｍ＆Ａ アド バイ ザリ ーサービス・ 創業支

援・ 企業再生支援等支援を開始し 、 地域事業者の事業承継支援・ 事業創

生支援・ 企業再生支援等に取り 組んでおり 、実績と し ま し ては、人材確

保についての依頼が２ 件あり ま し たが成約には至っており ま せん。  
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（ ４ ） 経営基盤の充実のための方策の進捗状況 

  ① 店舗戦略の明確化の進捗状況 

   ア． 融資推進強化店舗と 預金推進強化店舗の設定 

     東日本大震災以降、 当信用組合におき ま し ては、 宮城県南部への営

業エリ アの拡大によ り 、 各営業店の配置において北は宮城県の仙南地

域から 南は福島県のいわき 市ま で、 広範囲と なっ ており ま す。  

     そのよ う な中で、 地域の特性を踏ま えた営業戦略が必要である も の

と 考え、 融資推進強化店舗と 預金推進強化店舗を 設定し た上で、 営業

推進を図っており ま す。  

      

    ａ ． 融資推進強化店舗（ ６ 店舗）  

      本店、 原町支店、 相馬西支店、 亘理支店、 大河原支店、 岩沼支店に

おいては、 2020 年９ 月よ り 、 信用組合のネッ ト ワ ーク によ り 得たノ

ウ ハウ を活用し 、各店主導によ る 特別貸出Ｆ Ｓ（ フ ィ ールド セールス ）

を 実施し ま し た。 上期は、 新型コ ロ ナウ イ ルス に 15 名が罹患し たこ

と 。ま た、 育児休業や産前産後休業取得４ 名によ り 、人員態勢が整わ

なかっ たこ と も あり 実施でき ま せんでし たが、 令和６ 年１ 月から ３

月に 10 店舗にて、 月一回実施し ま し た。 401 件訪問し 、 面談 299 件

し ま し たが、 実績は預金獲得６ 件、 融資情報 11 件であり 、 思う よ う

な実績は計上でき ま せんでし たが、引続き 融資推進を 主と し て、各店

にて新規事業者を 主体と し たアポイ ント 取り 訪問を 実践し 、 新規取

引強化に向け取り 組んでま いり ま す。  

 

【 融資推進強化店舗（ ６ 店舗） 実績推移一覧】  

 ＜2024 年３ 月末現在＞               （ 単位： 百万円）  

 2023 年 9 月末 
2023 年 10 月 

  ～2024 年 3 月 
2024 年 3 月末 

融資量 23, 214 ▲1, 480 21, 734 

内保証協会 1, 188 ▲162 1, 026 

内個人ロ ーン  

（ 住宅・ 消費者・ カード ロ ーン ）  
3, 960 ▲15 3, 945 

内地公体融資 4, 414 ▲357 4, 057 

 

    ｂ ． 預金推進強化店舗（ ６ 店舗）  

      相馬港支店、 鹿島支店、 浪江支店、 新地支店、 蔵王支店、 いわき 支

店において、主に預金推進を 中心と し た営業活動をし ており 、業務担
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当役員と 渉外担当者が同行訪問し 、渉外担当者を 指導。営業店店長ま

たは役席へ担当者の問題点・ 改善点等を 報告し 、改善・ 育成を促し て

おり ま す。  

      今年度から は、 持続可能な経営基盤の確立と 収益力の向上を 図る

ため預金推進強化店舗においても 、 融資を最重要項目と し て、 消費

者ロ ーンやカード ロ ーン等の個人ロ ーンを主体に推進する こ と で、

営業エリ アにおける 顧客基盤の拡大を目指す方針です。  

 

【 預金推進強化店舗（ ６ 店舗） 実績推移一覧】  

 ＜2024 年３ 月末現在＞             （ 単位： 件、 百万円）  

 2023 年 9 月末 
2023 年 10 月 

  ～2024 年 3 月 
2024 年 3 月末 

資金量 37, 050 ▲784 36, 266 

内地公体預金 4, 224 ▲443 3, 781 

定期積金契約高 4, 927 ▲32 4, 895 

年金件数 2, 433 3 2, 436 

 

＜2024 年３ 月末現在＞               （ 単位： 百万円）  

 2023 年 9 月末 
2023 年 10 月 

  ～2024 年 3 月 
2024 年 3 月末 

融資量 10, 476 313 10, 789 

内保証協会 306 15 321 

内個人ロ ーン  

（ 住宅・ 消費者・ カード ロ ーン ）  
3, 076 ▲54 3, 022 

内地公体融資 1, 041 ▲94 947 

 

イ ． 店舗の統廃合の検討 

     店舗別の採算を 検討する 上で、 将来においても 収益確保の厳し い店

舗につき ま し ては、移転若し く は店舗内店舗、統廃合の方向性で計画を

検討し ており ま す。  

     大熊支店およ び富岡支店は、 東日本大震災から 12 年が経過し 店舗老

朽化が著し く 修繕に相当の時間と 費用を 要する こ と 。 当信用組合の人

員配置の問題等も あり 、 2023 年６ 月の総代会にて、 浪江支店の店舗内

店舗の承認を 得て、 2023 年 10 月から 、 大熊支店およ び富岡支店は浪江

支店の店舗内店舗と し て統廃合し 営業し ており ま す。  
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  ② 営業エリ アにおける 顧客基盤の拡充 

     当信用組合が営業エリ アにおいて、 持続可能な経営基盤を 拡充する

ためには、現状を 踏ま え、顧客基盤の拡充が必至であり ま す。 お客様本

位の業務運営と 事業性理解の取組みの徹底によ り 、 信用組合の最大の

強みである 地域密着型金融の更なる 強化、 さ ら には地域における 存在

意義を高める ため、 新規顧客数の増加を 柱に、 特に融資・ 定期積金を 最

重要項目と し て、集中的に推進する こ と で、営業エリ アにおける 顧客基

盤の拡充を目指し ており ま す。  

     戦略については、 特別貸出Ｆ Ｓ で培っ た経験や同行訪問での指導を

受けたこ と を 着実に実践、推進し 新規顧客数の増加に向け、情報・ 紹介

戦略を駆使し ていく 方針であり ま す。  

 

   ア． 法人・ 個人事業主取引創造戦略 

     推進タ ーゲッ ト を 外部情報、内部情報に分け、アポイ ント メ ント を 取

り 訪問する こ と で、 効果的な推進に取り 組んでおり ま す。  

     外部情報については、 帝国データ バンク 、商工会議所関連資料、法人

会名簿、 商店街・ 業界名簿、 ロ ータ リ ー・ ラ イ オンズク ラ ブ名簿、 電話

帳等、 内部情報については、 取引先の紹介、 税理士の紹介、 組合職員の

紹介、 既存融資先の販売先・ 仕入先・ 資金ト レ ース 先、 下請先、 預金取

引のみの事業者情報等を 駆使し 取引推進対象先と し て、 新たな取引創

造に努めており ま す。 し かし 、 主に休眠口座顧客（ 休眠口座は 10 年間

入出金の無かっ た口座を 減少と みなし 、 当該口座のみを 保有する 顧客

は、取引顧客から 減少） によ る 大幅な減少によ り 新規取引顧客数が追い

つかず、 顧客数の増加には至っ ており ま せん。  

     上記戦略を 駆使し 、 新規開拓及び特別貸出Ｆ Ｓ によ り 事業者の取引

拡大に努めてま いり ま す。  

 

【 預金・ 融資顧客数、 職域提携先推移一覧】  

＜2024 年３ 月末現在＞                （ 単位： 件）  

 2023 年 9 月末 
2023 年 10 月 

  ～2024 年 3 月 
2024 年 3 月末 

預 金 

顧客数 

個人事業主 5, 473 ▲130 5, 343 

法   人 2, 358 ▲68 2, 290 

合   計 7, 831 ▲198 7, 633 

融 資 

顧客数 

個人事業主 461 ▲17 444 

法   人 238 ▲2 236 
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合   計 699 ▲19 680 

職域提携先 1, 321 15 1, 336 

 

   イ ． 個人取引創造戦略 

     職域優遇制度を駆使し た従業員・ 会員への取引推進を 実践し ており 、

定例訪問先、 融資取引先の世帯情報に基づく 取引推進、 既存先（ 預金・

融資取引先） の協力によ る 新規顧客紹介の推進も 実践し ており ま すが、

法人・ 個人事業主と 同様、休眠口座顧客等の大幅な減少によ り 、顧客数

の増加には至っ ており ま せん。 当信用組合の課題は、 次世代・ 若年層取

引が薄いこ と を 認識し ている こ と から 今後においても 、 職域優遇締結

先への深耕及び特別貸出Ｆ Ｓ 等を 活用し 次世代・ 若年層取引の拡大を

図っ てま いり ま す。  

 

【 預金・ 融資顧客数推移一覧】  

＜2024 年３ 月末現在＞                 （ 単位： 件）  

 2023 年 9 月末 
2023 年 10 月 

  ～2024 年 3 月 
2024 年 3 月末 

預金顧客数 個   人 29, 997 ▲600 29, 397 

融資顧客数 個   人 1, 321 ▲10 1, 311 

 

【 職域商品推移一覧】  

＜2024 年３ 月末現在＞              （ 単位： 件、 百万円）  

 2023 年 9 月末 
2023 年 10 月 

～2024 年 3 月 
2024 年 3 月末 

ス ク ラ ム 定期積金 
口 数 1, 564 口 数 ▲2 口 数 1, 562 

契約高 2, 936 契約高 28 契約高 2, 964 

ス ク ラ ムロ ーン 

（ 消費者・ 住宅ロ ー

ン ）  

口 数 201 口 数 ▲1 口 数 200 

残 高 416 残 高 2 残 高 418 

 

   ウ ． 特別貸出Ｆ Ｓ 戦略 

     各店主導によ る 特別貸出Ｆ Ｓ（ フ ィ ールド セールス ） を 実施する 計画

であり ま し たが、 職員の新型コ ロ ナウ イ ルス 罹患等の要因によ り 、 人

員態勢が整わなかったこ と も あり 、 2023 年度下期、 第４ 四半期に実施

し ま し た。  

     特別貸出Ｆ Ｓ（ フ ィ ールド セールス ） を人員不足のなか実施し ていく
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上で、 アポイ ン ト が重要である と 考えており ま す。 アポイ ン ト 取り 付

けの時間を 業務効率化によ り 捻出し 、 限ら れた人員の中でも 効果的に

実施し ていく 方針であり ま す。 今ま で同様、 開催店舗エリ アの市場を

使い「 新規先の開拓」、「 各種情報収集及び情報提供」、「 既存先の新し い

融資ニーズ発掘」、「 当信用組合取組みの紹介」 を実践し 、目的意識を 持

って顧客基盤の拡充を 図っ てま いり ま す。  

     

 ③ 融資推進活動の強化 

    現在の地域経済において、 長期化し た新型コ ロ ナウ イ ルス 感染症や相

次ぐ 福島県沖地震の被災によ り 経営に苦悩さ れている お客様に対し 、 地

域密着型金融の強みを 活かし て、 積極的に支援する こ と が、 当信用組合

の重要な使命であり ま す。  

中小零細企業が事業を再建し 持続・ 発展さ せていく ためには、 地域密

着型の金融機関と し て、 こ の大き な環境変化を新たな機会と 捉え、 顧客

本位の業務運営及び金融サービス の提供や事業改善支援に積極的に取り

組んでいく 必要がある と 考えており ま す。 プロ パー融資、 保証協会付融

資災害復旧融資によ り 、 お取引のある お客様を支援し つつ新規先のお客

様と のお取引が強化でき れば、 減少傾向し ている 顧客基盤を一気に拡充

でき る 可能性があり ま す。  

    新型コ ロ ナウ イ ルス 感染症や福島県沖地震の被災の危機を克服し 開拓

し た顧客基盤は、 景気回復における 前向き な資金需要を も たら すこ と が

期待さ れる も のと 思料いたし ま す。  

    前述の対応が今後の当信用組合の収益に大き な影響を 与える も のと 考

え、 地域密着・ 顧客密着型の当信用組合の強みを 発揮し 、 積極的な融資

推進を 実践する こ と で、 融資量の拡大、 貸出金利息収入の増強のみなら

ず、 お客様伴走によ る 支援を 実践し ており ま す。  

    各種ロ ーンを 強化する ために、 勤労者が窓口来店する こ と なく ス マー

ト フ ォ ーン等を 利用し て、 Ｗｅ ｂ で申込可能な全国し んく み保証株式会

社が提供する 「 し んく みロ ーンサーチ」 を導入し ま し た。 ま た、 株式会

社ク レ ディ セゾ ンが提供する Ｗｅ ｂ 申込も 11 月から 取扱いを 開始し ま

し た。 人員不足の中、 顧客ニーズを覚醒する ための営業戦略と し て圧着

式ハガキを 導入し ており 、 顧客属性等を 選別し た上、 定期的に郵送する

こ と で、 各種ロ ーン増強を 図っていく 方針であり ま す。  
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【 融資量残高推移一覧】  

 ＜2024 年３ 月末現在＞               （ 単位： 百万円）  

 2023 年９ 月末 
2023 年 10 月 

  ～2024 年３ 月 
2024 年３ 月末 

住宅ロ ーン  5, 792 ▲58 5, 734 

各種ロ ーン  

（ 消費者・ カード ロ ーン ）  
1, 288 ▲14 1, 274 

事業性他 

プロ パー融資 25, 009 ▲440 24, 569 

保証協会付融資 1, 505 ▲43 1, 462 

地公体融資 5, 456 ▲451 5, 005 

融資量合計 39, 050 ▲1, 006 38, 044 

 

  ④ 預金推進活動の強化 

    当信用組合においては、 東日本大震災後の賠償金等や新型コ ロ ナウ イ

ルス 感染症に係る 給付金や助成金、福島県沖地震に係る 保険金、公金預金

によ り 一定の増加と なり ま し たが、永続的なも のではなく 、今後の復旧等

によ り 減少が見込ま れま す。ま た、昨今の地域の少子高齢化、人口流失、

後継者不足によ る 廃業等によ る 事業者数減少と 相ま っ て、 当信用組合の

営業エリ アの人口、 事業者数は減少傾向にあり ま す。  

    当信用組合では、 資金量増強のために、 新規顧客創造と 融資推進活動

によ り 、 顧客基盤拡充をベース に「 資金量底上げ預金である 事業者の売

上代金」 、 「 集める 預金である 定期積金」 、 「 集ま る 預金である 年金」

の獲得に全力を 挙げて、 さ ら に将来を 見据えた若年層の新規獲得、 今後

の退職金等によ る 高額預金者層に向けた年金予約者推進についても 並行

し て取り 組んでおり ま す。  

 

【 資金量残高推移一覧】  

＜2024 年３ 月末現在＞               （ 単位： 百万円）  

 2023 年９ 月末 
2023 年 10 月 

  ～2024 年 3 月 
2024 年３ 月末 

流動性預金 33, 765 147 33, 912 

定期預金 52, 017 ▲1, 728 50, 289 

定期積金 5, 953 ▲121 5, 832 

資金量合計 91, 735 ▲1, 702 90, 033 
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内地公体預金 17, 203 ▲1, 355 15, 848 

 

（ ５ ） 人材育成のための方策の進捗状況 

   当信用組合は、東日本大震災の地震及び津波被害、そし て福島第一原子力

発電所の事故や営業区域拡大に伴う 職員不足から 、 積極的な新卒採用を 行

い、 現在、 若年層職員が多く 在職し ており ま す。 こ の現状を踏ま え、 地域を

取り 巻く 厳し い環境の中で、 現在、 そし て将来に向けて、当信用組合の経営

体質の強化や地域の発展に資する ため、高度化、専門化する 業務へ対応でき

る 人材や総合力を 発揮でき る 人材を 組織的に育成する ために、 2016 年度よ

り 取組みを開始し た「 長期経営計画」 の人材育成に基づく 、「 ①人材育成は、

個々人の適性を見極め適性に合った育成を し 、その能力を有効活用する 。②

全職員を 育成対象と し 、それぞれの役割を 明確にし 、その役割に基づいた育

成を行う 。 ③特に「 入組 10 年程度ま での職員」、「 入組 10 年から 20 年程度

ま での職員」 を段階的、 重点的に育成する 。」 を 基本と し て、 内部の人材育

成マイ ンド を 醸成し 、職員の能力の全体的な底上げを 図る と と も に、顧客目

線に立ち、地域金融機関の職員と し て何ができ る かを 考え、それら を成し 得

る 知識、 技量及び経験を 持っ た人材の育成を 目指し て各種研修等の実施及

び各種セミ ナー等への派遣を 実施し ており ま す。  

   さ ら に、 Ｏ Ｊ Ｔ によ り 主任以下の職員に対し て、 個人ごと に指導担当者・

指導責任者を 明確にし 、 育成管理シート を 作成し て習得状況の管理を 行う

など 常に育成に関する Ｐ Ｄ Ｃ Ａ を行う 態勢と し ており ま す。  

   ま た、業務課において、渉外担当者については主に同行訪問によ る Ｏ Ｊ Ｔ

を 実施、 さ ら に特別貸出Ｆ Ｓ に選抜する など によ り 実践的な経験を 得る こ

と でス キルアッ プを 図っ ており ま す。  

   女性職員については営業店内において融資に関する 業務の経験を 得る な

ど 、Ｏ Ｊ Ｔ によ る キャ リ ア形成を 図っており ま す。 ま た、役席者に対し ては

融資推進に関し ての研修等を 実施し てま いり ま す。  

 

【 各種研修、 セミ ナーへの派遣の取組み】（ 2023 年４ 月～2024 年３ 月）  

実 施 研修・ セミ ナー等名 研修日数 受講者数 

R5. 4/13〜4/14 新入職員研修 ２ 日 ３ 人 

R5. 5/16〜5/17 融資業務の基礎知識研修 ２ 日 ７ 人 

R5. 6/20〜6/21 金融法務・ 相続研修 ２ 日 ２ 人 

R5. 6/22〜6/23 渉外担当者基礎研修 ２ 日 ３ 人 

R5. 7/7 内部管理統括責任者等研修（ web）  １ 日 1 人 

R5. 7/19 部下関与力の質的向上研修 １ 日 ５ 人 
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実 施 研修・ セミ ナー等名 研修日数 受講者数 

R5. 7/25 Ｓ Ｄ Ｇ ｓ セミ ナー １ 日 13 人 

R5. 7/20〜7/21 融資審査判断能力向上研修 ２ 日 ７ 人 

R5. 8/2 「 業種別支援の着眼点」 に係る 勉強会 １ 日 ８ 人 

R5. 8/23 バーゼルⅢ最終化に係る 勉強会（ web）  １ 日 ５ 人 

R5. 9/8 歳入復代理店事務およ び国庫金振込事務研修 １ 日 ２ 人 

〃 イ ン ボイ ス 制度勉強会 １ 日 23 人 

R5. 9/12〜9/13 女性活躍推進研修 ２ 日 ３ 人 

R5. 9/13 団体信用生命保険制度の勉強会 １ 日 ２ 人 

R5. 9/21 バーゼルⅢ最終化に係る 勉強会（ web）  １ 日 ５ 人 

R5. 10/6 魅力ある 職場づく り セミ ナー2023 １ 日 1 人 

R5. 10/12 窓口担当者研修 １ 日 ２ 人 

R5. 10/13 マネロ ン ・ テロ 資金供与研修 １ 日 10 人 

R5. 10/17 事業先融資推進研修 ２ 日 6 人 

R5. 10/18 バーゼルⅢ最終化に係る 勉強会（ web）  １ 日 ５ 人 

R5. 10/24 支店長実践マネジメ ント 研修 １ 日 ３ 人 

R5. 11/15 バーゼルⅢ最終化に係る 勉強会（ web）  １ 日 ５ 人 

R5. 11/21 中小企業組合士ス キルアッ プ研修 １ 日 ３ 人 

R5. 12/20 現場職員向け「 業種別支援の着眼点」 研修 １ 日 1 人 

R6. 2/5 マネロ ン ・ テロ 資金供与対策研修 １ 日 ３ 人 

R6. 3/1 事業者支援に関する 研修 １ 日 ２ 人 

R6. 3/7 マネロ ン 研修 １ 日 ３ 人 

R6. 3/18 マネロ ン 研修 １ 日 ３ 人 

R6. 3/19 マネロ ン 研修 １ 日 ３ 人 

 

【 通信講座】（ 2023 年４ 月～2024 年３ 月）  

講座名 受講期間 受講者数 

初級職員講座 ６ ヶ 月 ３ 人 

取引機会を 逃さ ない事業性融資の進め方講座 ３ ヶ 月 ７ 人 

法人税申告書から アプロ ーチする 企業分析・ 融資提案 ２ ヶ 月 10 人 

基礎から 学ぶやさ し い融資業務コ ース  ３ ヶ 月 ９ 人 

よ く わかる 個人ロ ーン講座 ３ ヶ 月 ６ 人 

取引時確認の手続き に強く なる 講座 ３ ヶ 月 20 人 

管理者のための店内コ ミ ュ ニケーショ ンレ ベルアッ プ ３ ヶ 月 ８ 人 

営業店マネーロ ンダリ ング対策実践講座 ２ ヶ 月 36 人 

 

３ ． 剰余金処分の方針 

  当信用組合は、地域に根差し た協同組織金融機関と し て、組合員の皆様から

出資金を お預かり し て信用組合事業を 行い、 利益剰余金の中から 配当金を お
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支払いし てま いり ま し た。  

  東日本大震災後の 2012 年３ 月期決算におき ま し ては、 多額の与信関連費用

を 計上し たこ と から 、 配当は行いま せんでし たが、 2013 年３ 月期以降の決算

におき ま し ては、震災以前の水準の配当を実施する と と も に、内部留保の積み

上げを行っ ており ま す。  

  ま た、優先出資によ る 資本支援に対する 配当は、所定の方法に従っ た配当金

支払を実施し ており ま す。  

  なお、 2024 年３ 月期以降におき ま し ても 、 引続き 、 当信用組合を 支えてい

ただいており ま す組合員の皆様に対する 安定し た配当並びに優先出資によ る

資本支援に対する 配当を実施・ 継続する と と も に、内部留保の充実に取り 組ん

でま いり ま す。  

 

４ ． 財務内容の健全性及び業務の健全かつ適切な運営の確保のための方策の進

捗状況 

（ １ ） 経営管理に係る 体制及び今後の方針 

  ① ガバナンス 体制 

    当信用組合は、重要な経営上の意思決定機関と し て、常勤理事５ 名と 非

常勤理事４ 名の９ 名で構成する 理事会を 設置し ている ほか、 常勤理事に

よ る 常務会において日常的な業務執行を 担っ ており ま す。  

    理事会では、「 内部統制基本方針」 や、 こ れに基づく 「 法令等遵守基本

方針」、「 顧客保護等管理方針」 及び「 統合的リ ス ク 管理方針」 を 制定し 、

その重要性を あら ゆる 機会を 通じ て全役職員に対し て周知徹底する こ と

で、透明性のある 業務運営と 、適切な経営管理態勢の確保に努めており ま

す。  

 

  ② 内部統制基本方針に基づく 監査 

    当信用組合では、 内部監査部署である 監査部を理事長直轄の組織と し 、

その独立性を確保し ており ま す。  

    監査部は、「 内部統制基本方針」 に基づく 監査を 通じ て、 各部署におけ

る 内部管理態勢、法令等遵守態勢、顧客保護等管理態勢及びリ ス ク 管理態

勢の有効性を評価し 、 問題点の発見・ 指導に留ま ら ず、改善方法にま で踏

み込んだ提言を 行っており ま す。  

 

  ③ 強化計画の進捗管理 

    強化計画につき ま し ては、 経営改善支援委員会が一元的に管理を行い、

その状況を 常務会に報告する と と も に、常務会は、進捗状況の確認と 施策
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の検証を実施し 、計画に掲げる 取組みが捗々し く ない場合には、経営改善

支援委員会に対し 、原因究明と 改善策の検討・ 策定を 指示する こ と と し て

おり ま す。 こ れま でに、各担当部署よ り 定期的な状況報告を 受け、一元的

な進捗管理を行っ ており ま すほか、進捗管理に関する 資料の検討・ 策定等

を指示し ており ま す。  

    さ ら に、 常務会は、理事会に対し 上記計画の進捗や検討・ 指示事項を 報

告し ており 、 牽制機能の強化に努めており ま す。  

 

（ ２ ） 業務執行に対する 監査又は監督の体制及び今後の方針 

  ① 内部監査体制 

    当信用組合では、 理事の業務執行の適切性を 確保する ために監事を 選

任し ており 、各種会議や理事会に出席する と と も に、必要な所見を述べて

おり ま す。 さ ら に、 監事会の開催のほか、 当信用組合の内部管理部門であ

る 監査部と 連携し 、業務執行の適切性の検証と 、理事会への検証結果の報

告を 行っており ま す。  

    なお、監査部につき ま し ては、他部門と の利益相反関係の遮断と 独立性

の確保の観点から 理事長直轄と し ており 、 当信用組合内の内部管理態勢

等を 監査し 、ま た、業務執行上の問題点に係る 改善の提言を 行っ ており ま

す。  

    さ ら に、 当信用組合ではコ ンプラ イ アン ス 醸成の重要性を 十分認識し

ている こ と から 、理事会においてコ ンプラ イ アンス・ プロ グラ ムの実施状

況や苦情・ 要望の報告等を活用し 、ま た店長会議においては常時コ ンプラ

イ アン ス を 議題と し た研修等を 実施する こ と で、 理事同士並びに管理職

の善管注意義務や監視義務等の意識の徹底を 図っ ており ま す。  

 

  ② 外部監査体制 

    強化計画の進捗状況の管理・ 監督、経営戦略や基本方針についての客観

的な立場から の評価・ 助言を受け、経営の客観性・ 透明性を 高める ため、

信用組合業界の系統中央金融機関である 全信組連の経営指導を 定期的に

受ける と と も に、原則と し て毎年、全国信用組合監査機構監査を 受ける こ

と と し ており ま す。  

    さ ら に、経営全般の業務運営の健全性確保のために、将来的な強化計画

の実施状況確認も 含め、 Ｙ Ａ Ｃ 公認会計士共同事務所における 定例監査

を受ける こ と と し ており ま す。  

 

（ ３ ） 与信リ ス ク の管理及び市場リ ス ク の管理を 含む各種リ ス ク 管理の状況並
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びにこ れら に対する 今後の方針 

  ① 信用リ ス ク 管理 

    当信用組合では、 お客様と の融資に係る 基本方針である ク レ ジッ ト ポ

リ シーを制定し 、 こ れを 具体化し た「 信用リ ス ク 管理方針」 や「 信用リ ス

ク 管理規定」 に基づく 与信管理の徹底や審査体制の充実、モニタ リ ング等

によ り 、 信用リ ス ク の軽減を 図っ ており ま す。  

    具体的には、信用リ ス ク 管理シス テム、担保不動産評価管理シス テムを

基にし た厳格な審査の実践や、「 大口与信先」、「 延滞債権等の管理債権先」

など 常時管理する 先を 抽出し 、 毎月営業店において状況を 把握する と 共

に本部にも 報告さ せ月次債権管理を行っ ており ま す。  

    ま た、常務会に対し 月次債権管理状況の報告等を 行い、経営陣が適切に

リ ス ク の把握ができ る 体制と し ており ま す。  

 

  ② 市場リ ス ク 管理 

    当信用組合では、 市場リ ス ク の適切な管理と 検証を 行っ ていく ため、

「 統合的リ ス ク 管理方針」 並びに「 リ ス ク 管理方針」 さ ら には「 市場リ ス

ク 管理規定」 を 定めており ま す。  

    ま た、上記管理方針に基づき 、 年度ごと に余裕資金運用方針・ 計画を 策

定する と と も に、国債・ 地方債等の安全性の高い債券を中心に運用し てお

り ま す。  

    加えて、 マーケッ ト 環境の変化によ り 時価が大き く 変動し た場合への

備えと し て、 各種アラ ームポイ ン ト やロ ス カ ッ ト ルールを 設けており ま

す。  

    市場リ ス ク 管理態勢につき ま し ては、 リ ス ク 管理部署によ る モニタ リ

ングを 実施し 、 その結果についてＡ Ｌ Ｍ委員会を 通じ て定期的に常務会

へ報告する こ と で、経営陣が適切に評価・ 判断でき る 体制を 整えており ま

す。  

 

  ③ 流動性リ ス ク 管理 

    当信用組合では、 直面する 流動性リ ス ク を 適切に管理し ていく ための

方針・ 規定を 制定し ており 、月３ 回定期的に資金の動き を モニタ リ ングす

る 体制と し ており ま す。  

    こ れによ り 、 資金面で重大な動き がある 場合は速やかに担当理事を 通

じ て常務会に報告する など 迅速な対応を と る こ と が可能と なり 、 資金繰

り の安定化が図ら れており ま す。  
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  ④ オペレ ーショ ナル・ リ ス ク 管理 

    当信用組合では、オペレ ーショ ナル・ リ ス ク の統合的な管理の重要性に

鑑み、 事務・ シス テム・ 法務など の各種リ ス ク に分類のう え、 各種リ ス ク

の特性や統制の有効性など に応じ た個別の管理を 行っ ていく こ と によ り 、

全体のリ ス ク 管理の適正性を 確保し ながら 、 当該リ ス ク の発生防止と 発

生時における 想定損失額を 極小化する こ と で、お客様から の信用・ 信頼を

高め、 経営の維持・ 安定を 図っており ま す。  

    具体的には、オペレ ーショ ナル・ リ ス ク を 事務リ ス ク 、シス テムリ ス ク 、

法務リ ス ク 、 レ ピ ュ テーショ ンリ ス ク （ 風評リ ス ク ）、 災害・ 犯罪リ ス ク

及び人事労務リ ス ク に特定し 、各リ ス ク について、所管部署を定めており

ま す。  

    所管部署は、 各種方針、 規定、マニュ アルを 遵守さ せる 取組みを強化し

ており 、 リ ス ク の極小化及びリ ス ク の顕在化の防止に努めており ま す。  

    さ ら に、事務リ ス ク の未然防止における 対応と いたし ま し て、全ての事

務ミ ス に関し て発生原因の分析を 行い、 常務会へ定期的に報告する と と

も に、全部店に周知する こ と で、類似事案の再発防止と 注意喚起を行っ て

おり ま す。  

 

  ⑤ 情報開示の充実 

    当信用組合では、地域密着型の金融機関と し て、地域の住民である お客

様や組合員の皆様に対し 、 当信用組合への理解を 深めて頂き 、ま た、経営

の透明性を 確保する ためにも 、迅速かつ充実し た経営情報を開示し 、日々、

積極的な営業活動に前向き に取り 組んでおり ま す。  

    ディ ス ク ロ ージャ ー誌については、 決算期ごと に法令で定めら れた開

示内容以外に、 経営理念、 リ ス ク 管理態勢、コ ンプラ イ アンス 管理態勢の

状況を はじ め、震災から の復興状況や、地域経済への貢献に関する 情報等

をわかり やすく 伝えら れる よ う に作成し 、窓口に備え置く ほか、当信用組

合のホームページ上でも 公開し ており ま す。  

    ま た、 ９ 月期においても 経営内容に関する ミ ニディ ス ク ロ ージャ ー誌

を作成し 、 ディ ス ク ロ ージャ ー誌と 同様の方法で開示し ており ま す。  


